
インド進出の現状とインドにおいて知っておくべきこと 

 ２０１４年5月19日 

共同インターナショナル株式会社
開発部部長 西橋時男  

1 



2 

インド進出日系企業数、拠点数ともに2倍以上に増加（過去5年） 

出所：在インド日本大使館 
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日系企業の地域別進出企業数推移 

出所:在インド日本大使館 
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日本企業のインド拠点数の推移 

出所：在インド日本大使館 
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出所：日本外務省 
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出所：インド商工省 
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出所：インド商工省 

インド・中国間の貿易 （単位：100万ドル） 

インドの大幅な貿易赤字 中国のインド向け輸出（日本の4倍） 
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出所：インド商工省の資料を編集 

中国→インドへの輸出主要品目（2012.4-2013.12,単位：100万ドル） 
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出所：インド商工省の資料を編集 

日本→インドへの輸出上位７品目（2012.4-2013.12,単位：100万ドル） 
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出所：インド商工省の資料を編集 

インド・アフリカ貿易 
インド→南アフリカ（インド輸出18位、輸出品目 10.7% 増（2012.4-2013.12, 単位：100万ドル） 

鉱物性燃料、鉱物油等, 

3839 

車両（鉄道用、軌道用以

外）, 1785 

医療品, 707 
電気機器、録音機、音声再

生機等, 479 

その他, 2951 
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出所：インド商工省の資料を編集 

インド・アフリカ貿易 
インド→ケニア（インド輸出25位、輸出品目 15.2% 増（2012.4-2013.12, 単位：100万ドル） 

鉱物性燃料、鉱物油等, 4156 

医療品, 385 

車両（鉄道用、軌道

用以外）, 168 

電気機器、録音機、音

声再生機等, 239 

その他, 1677 
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出所：インド商工省の資料を編集 

インド・アフリカ貿易 
インド→タンザニア（インド輸出29位、輸出品目 78.2% 増（2012.4-2013.12, 単位：100万ドル） 

鉱物性燃料、鉱物油等, 2818 

医療品, 214 

原子炉、ボイラー、機械類等, 171 

車両（鉄道用、軌道用以外）, 156 

鉄鋼, 115 

電気機器、録音機、音声再生機等, 

88 

衣類、付属品, 60 

その他, 750 



地域 日系 
機械メーカー 

生産品目 

デリー首都圏 スズキ、ホンダ
パナソニック 

乗用車、バイク、
家電 

西部 
（グジャラート、 
マハラシュトラ州） 

三菱重工、日立
製作所、シャー
プ、スズキ、ホン
ダ、千代田化工、
三菱電機、川崎
重工、シャープ 

乗用車、バイク、
重電機、 
インバーター、 

家電、エンジニア
リング、FA機器 

南部 

（チェンナイ、バン
ガロール地区） 

日産、いすゞ、 

ヤマハ、東芝、
日立製作所、トヨ
タ、ホンダ、コマ
ツ、コベルコ 

乗用車、バイク、
重電機、 
建設・鉱山機械 

東部 日立 建設機械 

13 注：赤字は今後数年内に操業開始予定 
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年月 メーカー 案件名 進出形態 進出地（州） 
資本金額、投資額

等 
分野 

2013年3月15日 いすず自動車 
インドでのLCV生
産事業進出 

単独 
アンドラ・プラデッ
シュ州 

  輸送機器 

2013年4月30日 カゴメ 
インドでのトマト加
工品の製造・販売
事業開始 

インド企業40％と
合弁 

マハラシュトラ州 資本金：約8億円 食品 

2013年6月6日 J-オイルミルズ 
高付加価値食物油
脂製造 

インド企業51％と
合弁 

マハラシュトラ州 資本金：約17億円 食用油脂 

2013年8月1日 
日立オートモーティ
ブシステムズ 

現地供給力強化、
エンジンコンポーネ
ント生産 

単独 タミル・ナドゥ州   輸送機器 

2013年9月10日 東芝 
インド社と変圧器
及び開閉装置の買
収で合意 

インドメーカー買収 
アンドラ・プラデッ
シュ州 

買収金額：約200

億円 
電力 

2013年11月26日 日立製作所 

インドの金融機関
向け決済サービス
提供会社の 
大手「プリズムペイ
ンメントサービス会
社」を買収 

単独 タミル・ナドゥ州 
買収会社売上：約
80億円 

ITサービ 
ス事業 

2014年1月7日 東芝 
インドの水処理エ
ンジニアリング会
社に出資 

出資比率：26％ デリー首都圏 出資比率：26％ 水処理 
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年月 メーカー 案件名 進出形態 進出地（州） 
資本金額、投資額

等 
分野 

2014年1月16日 日清食品 
インドで第三工場稼
働 現地仕様の新
商品 

合弁（日系） オディッシャ州 
新工場投資額：20

億円 
食品 

2014年1月25日 日立製作所 
インドに淡水化工場 
日立が建設、アジア
最大級 

合弁 グジャラート州 総事業費：6億ドル 水処理 

2014年1月28日 スズキ 
インドに子会社（四
輪車生産会社）設立 

単独 グジャラート州 
設備投資額：約500
億円 

輸送機器 

2014年2月5日 ホンダ 
インドで二輪車の第
三工場の建設を決
定 

単独 グジャラート州 
初期投資額：約189
億円 

輸送機器 

2014年2月18日 京セラ 
京セラCTC精工株
式会社の竣工式に
ついて 

合弁 ジャールカンド州   切削工具 

2014年2月25日 ホンダ 
インド第二工場が稼
働 

単独 ラジャスタン州 
投資総額：約580億
円 

輸送機器 

2014年4月3日 東洋水産、味の素 
即席麺事業会社設
立に向け合弁会社
設立 

合弁（日系） 南部4州 
資本金額：約15億
円 

即席麺 

2014年4月28日 ヤンマー、三井物産 
田植機、コンバイン
等生産、販売等合
弁事業 

日印合弁 南部州予定 
売上目標：70億円
（18年度） 

農業機械 



 インド企業：Bombay Burmah Trading Corporation Ltd. インドで  

2番目に古い企業 1863年設立 

精密ばね事業部門買収

(M&A) 

•マハラシュトラ州オーランガバードの精密ばね製造工場（2か所）を9か月の契約交渉期間を経

て18億50万ルピー（約30億円）で買収：2011年9月 

•インド企業のばね生産：インドで第2位、日本発条は、1985年以降、同社を技術援助 

創業50年の歴史を誇る地場の会計事務所兼コンサルタント会社 

M&Aに貢献した 

ムンバイのSKP 

•正式名称:SKP Crossborder Consulting Pvt. Ltd. 

•ドイツの中小企業100社超のインド進出を支援 

日本発条の 

インド製造会社 

•日本発条インド株式会社： コイルばね、スタビライザの製造、販売 

•ニッパツ エフ クルシュナ インド オートモーティブ シーティング：                                             

自動車用シートの製造、販売（2013年12月製造開始予定） 

•NHKオートモーティブコンポーネンツインド株式会社： 精密ばね製品の製造、販売 

世界的な自動車用ばねメーカー日本発条（横浜） 
ムンバイのコンサルタント会社SKPの支援を得てM&A成功 
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プロジェクト 日本企業の対応 外国企業の対応 

高速鉄道（ムンバイ、アーメダバード
路線）に対する共同調査実施を決定 
 

新幹線システム売込み、2013年2月
アーメダバードで国土交通省 
（日本）官民セミナーを実施 
日印政府共同調査2015年7月完了
で合意（2014年1月） 

フランスが既にFS実施済み 
 

貨物専用鉄道建設計画の進展 
デリー・ムンバイ間産業大動脈 
構想 

双日・L&T 軌道等建設では最大の
670億ルピーでLetter of Awardの
発行を受ける（2013年6月7日） 
信号システム等の入札も継続 

（注：貨物専用鉄道関係の入札は 

タイド借款の為、日本企業のみが主
契約者となる条件） 

日インド原子力協定の早期妥結に向
け交渉を加速 
 

(インド新設計画：50基相当、米仏ロ
に30基を割り当て済み） 
 

日本にとってインドは 
「最後の大市場」：2020年までに 
原発を18基（総額9兆円）建設する
計画 
 

ロシア： 
 11年の建設期間を終えタミール 
 ナドウ州の原子力発電所の 
  運転を2013年6月開始 
米国： 
 グジャラート州1000MW交渉 
 進展か？ 
仏： 
 Arevaマハラシュトラ州でインド 
 政府と覚書締結、案件促進中 

ムンバイ地下鉄 
（円借款710億円） 交換公文 

日本企業入札参加の可能性も 

17 



地域の電力事情 依然として続く南部州の電力不足 

出所：The Economic Times , CEA 
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出所：The Hindu Business Line  2013年7月14日 

Kudankulam 原子力発電所（タミールナドゥ州） 
11年の建設期間を終え、2014年6月商業運転開始予定 

ロシアが建設 

19 



      インド、ロシア、ブラジル、南アフリカ等の新興国市場 
主要市場 

•ゴーンCEO: 世界の自動車市場は大きく変化。5年前は、米国、ヨーロッパ、日本が大きな市場であった。今はBRICに

変わった。BRICの世界シェアは、40％から2014年には、60％に拡大する。Datsunは今後、爆発的に増加するインド

の中間層,人口の30％を占める若年層向けの入門車として開発した。インドの消費者は価格とデザインに敏感であり、

難しい市場。このインドで成功することが他の新興国で拡販する試金石となる。  インドの自動車市場は、2015年まで

に400万台・年に拡大、日産は、10車種を新投入、1.2％のシェアを2017年度までに10%に増やす。14年度10万台

14 14                     

                                                                                                 
インドで開発 

•3000名の従業員を有するインドチェンナイのルノー・日産テクノロジー&ビジネスセンターインディア(RNTBCI)で開発 

•RNTBCIは、日産の厚木テクノロジーセンターのイメージの仕事をしている。車両・ソフトウエア・IT開発を行う。自動車

部品などの購買も担当。 

デザイン・仕様 

•価格は、40万ルピー（約63万円）以下、1.2リッターエンジン、5ドアハッチバック 

•40万ルピー以下の競合車                                                                                                                

スズキ: Alto K10,Astar  現代：Eon,Santro Xing, i10  Ford: Figo 

20 
出所：インド主要紙 



インド→世界市場へ輸出 

         インド国内向け40%,欧米,アフリカ向け60% 

日精エー・エス・ビー  

機械（長野県小諸市） 

•日本本社工場（マザー工場、従業員100名）、インド工場（2000年操業開始。年商30億ルピー 

世界向け生産ハブ,従業員1000名） 

•インド生産工場：2013年より社長インド人に（現地人積極登用） 

•工場はインド最大の商業都市ムンバイ市郊外、ムンバイ市内より車で約2時間 

•連結売上：約164億円(2012.9) 
生産コストが日本の十分の一、英語が話せる優秀な人材、アフリ
カ駐在にもインド人社員積極的、港湾、空港へのアクセスの良さ

停電が近年激減コスト減 
インド生産ハブ化の理由 

•金型技術向上、裾野産業も育つ 

•改善した電力供給（2012年はほとんど停電なし） 数千万ルピーのコスト減 

中国は品質より価格重視、中国人幹部育たず、結果採算とれず 

中国の工場  

2012年閉鎖 

長野県小諸市のペトボトル成形機メーカー、2013年第2工場建設（ムンバイ市郊外） 
インドをグローバル市場の生産ハブに 

21 
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  チェンナイ、2008年9月、約44億円 

場所、設立、資本金 

 

約160億円,2011年1月、3000MW・年(2013年から)、

500人以上、蒸気タービン・発電機の設計・製造、販売及

びサービス （超臨界圧石炭火力発電所向け設備） 

設備投資、操業開

始、生産能力など 

他インド進出日系

重電機メーカー                  

三菱重工 （地場企業L&Tとの合弁） 
 

日立製作所 （地場企業BGRとの合弁） 
三菱重工 グジャラート州

合弁工場 
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  チェンナイ、2008年9月、約44億円 

場所、設立、資本金 

 

約160億円,2011年1月、3000MW・年(2013年から)、

500人以上、蒸気タービン・発電機の設計・製造、販売及

びサービス （超臨界圧石炭火力発電所向け設備） 

設備投資、操業開

始、生産能力など 

他インド進出日系

重電機メーカー                  

三菱重工 （地場企業L&Tとの合弁） 
 

日立製作所 （地場企業BGRとの合弁） 
三菱重工 グジャラート州

合弁工場 



 拡大するインドの自動車・鉄道市場への対応強化のため  

インド・タミルナドゥ州に子会社を設立（2013年5月7日）           

海外初の事業拠点 出資金2800万ルピー  

株式会社HIVEC

（広島市） 

•事業内容：自動車を中心とした輸送機器の設計・開発 

•海外部品メーカーの技術支援開始（2009年） 内装・外装樹脂部品を主に技術支援を

実施。今後、車体部品等への拡大を予定 

•顧客：海外でのコスト競争力強化を目的とした部品の現地化を検討している自動車メーカー、 

グローバルソーシング先に現地部品メーカーを保有していないTIER1部品メーカー、 自動車

メーカーとのサイマル活動から生産まで一貫対応を検討している自動車部品メーカー 

インド・タミルナドゥ州チェンナイで自動車、家電産業向けシートメ

タルの金型設計、製造 2013年7月発表 

株式会社ツバメックス

（新潟市） 

•現地企業TII (Murugappa Group)との合弁（資本金7000万ルピー） 

自動車部品 
プログレ型 

HIVECデザインセンター 
          （広島） 

最近インドに進出を発表した日本の広島、新潟の中堅、中小企業 

24 
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2000年9月17日設立、3000名の技術者を雇用                                                                                         

ニューヨーク、ミュンヘン、上海の R&Dセンターと リアルタイムで連携 

John F. Welch 

Technology Centre

（バンガロール） 

•インドセンターのユニーク性： メカニカル、エレクトリカルエンジニアリング、ポリマーサイエンス

ケミカルエンジニアリングまでと幅広い、世界のGE技術者チームの本拠 

•特許申請1600件、特許取得400件 

•日本に設置する先端MRI(磁気共鳴画像装置）開発センターとの連携も 

•日本の開発センター設置は機種ごとに開発場所を選ぶ国際分業体制移行を示す 

2億ドル：風力発電設備、航空機エンジン製造工場建設(2011.9.27発表) 

事業成功 

最近のインドでの工場

投資 

•68エーカー土地追加取得を検討：                                           

ヘルスケア、エンジニアリング、廃棄物発電設備等小型発電設備製造（2013.5.17発表) 

•GEの再生可能エネルギーセグメント： 1億ドル（2011年度）→2.5億ドル（2012年度）に拡大 

•新興国市場、GEにとって重要： 新興国市場規模 350億ドル（2011年度） 



26 出所：三菱東京UFJ 数値をグラフ化 



数値：% 前年度比  

GDP推移と予測 
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インドの所得分布 

出典：日本経済新聞 ボストンコンサルティンググループ調べ 2013年9月 
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シュ 

総工場生産額 
37兆ルピー 
（約61兆円） 

出所：Statistical Outline of India 2012-13を編集 
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出所：The Economic Times 
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出所：The Economic Times 
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出所：Annual Survey of Industries, Financial Times 2014.3     

順位 2010-2011 2011-12 

1 マハラシュトラ州 
（インド最大の商業都市：ムンバイ、 
 製造業中心地： プネー市 
            （人口 600万人） 

マハラシュトラ州 
 

2 グジャラート州 
（商業都市：アーメダバード市） 

カルナタカ州 
（州都：バンガロール）   急浮上 

3 タミールナドゥ州 
（州都：チェンナイ） 

グジャラート州 
 

4 アンドラプラデッシュ州 タミールナドゥ州 

5 ウッタルプラデッシュ州 アンドラプラデッシュ州 
 

注１．純付加価値＝総生産-（投入総額＋原価償却費）にて順位決定 
注２．グジャラート州の3位転落理由： 
        医薬品、石油化学に産業が集中、輸出中心の中小企業（ポンプ、宝石研磨、セラミッ 
        ク等）が多い 
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出所：The Hindu Business Line 
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出所：Hindustantimes 



1. 日本企業はインド市場で韓国企業に遅れ   
2. 低迷気味のインド経済は力強い回復確実 

◎インド人消費者は、アジアの他の国の消費者と同じ行動を取るとは限らない。 
  インド市場には他のアジア市場とは大幅に異なる面がある。 
  インド人消費者の購買力は東南アジアの消費者より大幅に低い。マレーシア、インド 
  ネシアで大ヒットした商品もインド市場で売るためには、微調整が必要だ。 

◎日本企業には、インド市場に注意をむけるべき健全な戦略的な理由がある。中国と 
  比べインド市場は両国間の政治的な紛糾とは無縁である。よって日本とインドがお 
  互いに協力するのは、地政学的にも理にかなっている。 

◎インド経済は、このところ低迷気味で、平均8－9％だった経済成長率が4－5％に落 
  ちている。しかし、現在の政治的な不確実性が解消すればまちがいなく力強い回復 
  が見込めるであろう。 

35 出所：日本経済新聞13年11月 



◎インド経済の長期的な繁栄を疑う向きには、在米インド人の健闘ぶりを見て欲しい。 
  インド人の米国における一人当たり所得はどの民族集団よりも高い。 
  インド人系米国人の一人当たり所得3万7931ドルに対し、米国人全体の平均 
  は、 2万6708ドルである。もしインドの人々がインド系米国人の所得を半分でも 
  達成したらインドのＧＤＰは、25兆ドル（現在は、2兆ドル）に跳ね上がる計算だ。 
 

 
◎日本企業と日本政府が共同歩調をとることが必要だ。 
  多くの国で日本の援助は相手国政府の貴重な好意を勝ち得てきた。 
  たとえば２００２年以来、日本がインドのインフラ整備のために行ってきた 
  2100億ド ルの経済援助は、デリー地下鉄、デリーやムンバイの工業地帯に 
  結実している。こうしたプロジェクトは、日本企業にインフラ開発の投資機会を創出 
  する。そしてインドほどインフラ開発の必要に迫られている国はほかにない。 

 

36 

出所：日本経済新聞13年11月 



販売拡充 3万5000店（3倍に） 

開発センター 2014年1月開設 

売上目標 （2016年度） 現在の3倍の3000億円 

海外展開 米国、中国で苦戦 

シェア拡大 中間層の開拓が必要 

部品の現地調達率 3割→6割へ（16年末） 
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出所：日本経済新聞13年11月 
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数値(%)： 対GDP比経常赤字額 
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インド製造業生産 GDP比 15％から25％増加必要 

               国営重電機製造会社BHEL総裁語る 

製造業の生産増加：製品とプロセスのイノベーションが最も重要 

25％への増加： 9000万人から1億人の雇用増が期待される。 

             出所：Hindustan Times 13年11月29日 
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インド製造業を最優先     インド最大野党 インド人民党 モディ州首相 

総選挙でインド国首相に選出も 2014年5月までに選挙 

モディ政権の最優先課題 製造業の強化→経常収支赤字削減 
自動車、ハイテク、医療分野を輸出産業に育成 

外資の呼び込み 雇用確保＋「メイド・イン・インディア」のブランド力強化 

外交政策 
 

今世紀の外交は、軍事面の憂慮よりも経済や貿易によって定義されていると力
説 

中国との国境問題は棚上げ 中国企業の進出の支援やパキスタンとの貿易拡大などを進める考え 

日本との関係 インドの産業の質の向上や競争力の構築に日本が中心的な役割を果たすことが
できると指摘、政権交代を実現できれば、日本のとの関係強化を目指す考えを示
した。 

グジャラート州、日本企業専用
工業団地、日本人ニュータウン
計画 

インド全土に展開 

ナレンドラ・モディ氏 
（現在、グジャラート州首相） 
 

グジャラート州の裕福でない家庭で生まれ兄弟とも鉄道の駅で紅茶打って生計を
助けた。大学で政治学を専攻。87年にインド人民党に入党し、95年から全国レベ
ルで党幹部を歴任した。2001年にグジャラート州の州首相に就任。今年9月13
日、同党の首相候補に選ばれた。 
  

出所：日本経済新聞13年11月 
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  インド 日本 中国 

自動車保有台数（万
台） 

2120 7529 7721 

90年比増加率（倍） 5.8 1.3 10 

道路長さ（万キロ） 411 120 386 

人口（億人）  12.4 1.27 13.4 

大きな成長力を秘めたインドの自動車産業 

出所：日本経済新聞 
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乗用車新車販売推移 近年は低成長 

出所：三菱東京UFJ銀行 
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44 出所：インド現地新聞 
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出所：現地新聞 
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北部：スズキ、ホンダ 
西部：タタ、マヒンドラ, GM, VW, Ford (14年から） 
    スズキ （16年から） 
南部：現代自動車、日産、Ford 
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2013.4-7月の各社インドからの輸出実績（台数） 
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2009年度輸出合計 

2011年度輸出合計 

147,576台 

127,379台 

-13.7%  減 

欧州 

 114,184台 

 43,074台 -62.3% 減 

11,158 

23,236 108%増 

11,888 

36,539 207.4%増 

3,025 

3,760 

7,321 

20,770 183.7%増 アジア 

アメリカ 

オセアニア 
アフリカ トップ10輸出国 

アルジエリア   17,247台 

スリランカ 15,359 

インドネシア 10,551 

チリ 9,476 

オランダ 5,908 

英国 5,485 

イスラエル 4,187 

ドイツ 3,807 

オーストラリア 3,463 

ウルグアイ 2,975 

出所： Economic Times 
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出所：インド自動車工業会 
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出所：三菱東京UFJ銀行 

1ドル＝45.8ルピー→1ドル＝63.75ルピー 
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乗用車生産 実績、予測 2年後は510万台 
（日本の2012年度実績：328万台） 

出所：インド自動車工業会 

単位：1000台 
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インド製自動車部品 輸出実績、予測 2020年度 3000億ドル 

出所：インド自動車部品工業会 

単位：10億ドル 
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出所：インド自動車部品工業会 
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出所：インド自動車部品工業会 
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出所：インド自動車部品工業会 
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プネーのホテルにおける個別商談会 マハラシュトラ州政府機関幹部 
による商談会開会式 

日系部品会社参加数 
チェンナイ： 25社 
プネー：    17社 
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2012年（前年比%) 2013年(前年比%） 
 

日用消費財 
市場・規模、成長率 

33,830 億円 
（18.1％増） 

37,100 億円 
（9.4％増） 
 

うち 食品 
市場規模、成長率 

17,300 億円 
（19％増） 

19,400 億円 
（12％増） 

うち 非食品 
市場規模、成長率 

16,500億円 
（18％増） 

17,500億円 
（7％増） 

出所：Economic Times, NIELSEN 



出所：日本経済新聞 
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企業 時期 内容 

三井物産 11年5月 アジア最大の民間病院グループ「IHHヘルスケア」に出資 

武田薬品工業 11年10月 スイスの製薬大手を1兆円で買収 

富士フィルム 12年3月 米国の超音波診断装置メーカーを約780億円で買収 

東芝メディカルシステムズ 13年3月 ブラジルにCTや超音波診断装置の生産工場を設立。トル
コに現地法人 

ソニー、オリンパス 13年4月 外科用内視鏡の製造、販売会社を設立 

日立製作所 13年4月 粒子線がん治療装置の受注目指し、ロシアの医療機関と
提携 

豊田通商、 
セコム医療システム 

13年夏 
 

インドバンガロールに総合病院を設立、運営開始予定 

東芝 13年8月 中期計画 医療が第三の柱 売上高6000億円（15年度） 

三菱重工 13年8月 
 

がん放射線治療装置 ロシア、カナダで発売 

ソニー 13年8月 
 

医療を柱に 売上高 2000億円目標（20年） 
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GE Energy  

（発電） 
coal, oil, natural gas and nuclear energy; renewable resources such 
as wind, solar and biogas; and other alternative fuels 

GE Capital 

（ファイナンス） 
business expansion, growth equity capital, local or cross-border 
financing, or buying/leasing assets such as corporate aircrafts, 
automobiles or equipment etc. 

GE 
Transportation  

（鉄道） 

freight and passenger locomotives, railway signaling and 
communications systems, information technology solutions, high-
quality replacement parts and value added services.  

GE Aviation  

（航空） 
large and small engines for commercial, military, business and 
general aircraft, as well as avionics, electric power and mechanical 
systems.  

GE Healthcare  

（医療機器） 
Diagnostic Imaging, Patient Monitoring, Life Support Systems, Home 
Health, Maternal Infant Care, Surgery, Healthcare IT, Life Sciences 
and Medical Diagnostics 

John F Welch 
Technology 
Center 

R&Dセンター （バンガロール、ハイデラバード）  

その他事業会社：GE Lighting, GE Appliances, GE Intelligent Platforms 
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GEホームページより 



1902年 
 

Set up India's first hydro power plant in Karnataka  

1969 Set up nuclear reactors at Tarapore  

1982  GE engines power Indian Airlines and Air India  

1986 Partnership with BHEL for Gas Turbines  

（注：インド企業との提携）  

1989  JV with Wipro: GE Healthcare established  

（注：インド企業との提携） 

1998 JV with SBI established  

（注：インド銀行との提携,クレジットカード事業） 

1998 Pioneered Business Process Outsourcing 

1999 Established JFWTC at Bangalore  

2003 The first engine for the LCA-Tejas is delivered  

2010 Wind facility at Pune 

2010 JV with Triveni for steam turbines （注：インド企業との提携） 

2010 10 years of GE’s Technology Center at Bangalore  

2011 Tejas achieves Initial Operating Clearance with F404IN20 engines  
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